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日常災害の現状

2017年 住宅 建築 小計

日常災害

中毒 73 7 80 

墜落 638 204 842 

転落 424 102 526 

転倒 1,622 624 2,246 

落下物・衝突等 28 8 36 

感電 0 1 1 

溺水 5,941 441 6,382 

火傷 174 2 176 

小計 8,900 1,389 10,289 

非常災害

火災・爆発 682 10 692 

天災・電撃 5 0 5 

小計 687 10 697 

総計 9,587 1,399 10,986 

（参考）交通事故 5,004

建物内での事故による死亡者数（平成28年） （単位：人）

建物内での事故による死亡者数の推移
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出典：国総研HP「建物事故予防ナレッジベース」
https://www.tatemonojikoyobo.nilim.go.jp/kjkb/report/report20140331/index.php
厚生労働省が発表した人口動態統計をもとに、国総研で再集計

現状
 建物内での日常災害による死者数は年々増加傾向であり、交通事故死亡者数の2倍

以上に及ぶ。
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日常災害の現状

• 死亡事故に関するデータ（厚生労働省人口動態統計）はあるが、重症や軽症事故の事
故情報を収集しているデータは無い。事故の全体把握が困難であり、適切な予防策を
示すことが難しかった。

• 事故増加の要因として、人口の高齢化、家族構成やライフスタイルの変化などが考え
られるが、これらの事故の多くは利用者の過失とみなされ、適切な対策が取られにくい。

重傷者：1

軽症者：29

無傷災害：300

（参考）ハインリッヒの法則

現状

 軽症事故やヒヤリ・ハット事例を含めると非常に多くの日常災害のリスク
が潜んでいる

日常災害の分野では、事故件数330件のうち、
300件は傷害のないヒヤリ・ハットであり、29
件が軽症を起こし、1件が重症事故となるとい
う「1：29：300の法則（ハインリッヒの法則）」が
よく引き合いに出される。

日常災害を取り巻く課題
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国総研の取り組み

 「建築空間におけるユーザー生活行動の安全確保のための評価・対策技術に関する研究」
（H18年～20年）

• 事故に関連する経験、知識、対策技術等を集積したユーザーの生活行動における安全確保
のための知識ベースの構築

• 知識ベースを援用し、既存の空間・装置等の改善ガイドライン、今後開発・導入する空間・装
置のための安全計画ガイドラインの作成 等
 「住宅・住環境の日常的な安全・安心性能向上のための技術開発」（H18～20年）
• Web調査やグループインタビューを通じて社会環境の変化とニーズの変容、潜在的な問題点

等の洗い出し 等

研究推進の契機となる事故

• 六本木ヒルズ自動回転ドアによる男児死亡事故
挟まれ防止センサーの設定、自動回転ドアの回転速度の設定を変更するなど、
ヒヤリハット事故があるにもかかわらず、設計者や施設管理者が事故の可能性を
予測できなかった。

国総研の取り組み

事故情報の収集・日常災害の全体像の把握 → 予防策の提示・普及促進を目指す
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国総研の取り組み
～建物事故予防ナレッジベース（2009年～）

コンテンツ① 事故事例の収集・分析、事故予防のための留意点の作成

・報道、審議会等から事故事例を収集
・「空間編」「機械設備編」の計153項目
に分類し、事故予防上の留意点を作成
→現在も継続中

・投稿フォームを設置し、一般の方から
も情報を集めている
→JIS化につながった例も HPトップ画面

事故事例

コンテンツ② WEBサイト上での情報発信等、普及啓発の取り組みの実施

・コンテンツ①で得られた知見をもとに、墜落、転落、転倒事故
に焦点を当て、建物管理者・利用者向けに事故予防のための
チェックポイント集を作成した。
→HP上で公表中
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本研究の概要／発表論文の構成

各種統計データを用いた日常災害の実態調査

 東京消防庁の協力のもと、救急搬送データ（2016年）を用いた日常災害の
実態調査を実施

5

（その１）2016年東京消防庁救急搬送記録
から見る日常災害の実態

日常災害の実態把握
→死亡から軽症も含めた事故の実態を整理（分
析は続報）

（その２）建築環境および人口構成の変化
と事故の傾向に対する一考察

既往調査結果との比較
→1976年に行われた同様の研究調査結果と比
較し、事故実態の変化について考察

（その３）人的被害強度分布推定の試み
把握の難しい軽症事故の実態を推計し、日常災
害の全体像を把握
→各種統計データを用いて死亡・重症・軽症事故

の比率を推定し、ハインリッヒの法則との関連を
検討
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調査概要

調査名 2016年東京消防庁救急搬送記録

調査主体 東京消防庁

調査期間 2016年1月1日～12月31日

調査対象 東京消防庁が所管する地域 ※稲城市、島しょ部を除く都内全
域 約1,330万人

救急搬送件数 計 46,560件

32,465 6,597

4,591

1,028
1,879

年齢別の内訳（件）

調査概要

分析方法

 「事故種別」および「各種項目」を設定し、救急搬
送データをクロス集計することで、データの整理
を行い、実態の把握を行った。

 「事故種別」として、「墜落」、「転落」、「転倒」、
「ぶつかり」、「はさまれ」、「鋭利物」、「火熱傷」、
「溺水」の8種類を設定

 「各種項目」として、「年齢」、「事故発生月」、「事
故発生時間」、「事故発生場所」、「事故の程度」
の計5種類を設定
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年齢からみる日常災害の実態

年齢×事故種別 クロス集計 （件・年）
墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火熱傷 溺水 合計

0~4歳 100 637 697 229 179 5 21 11 1,879
5~14歳 74 274 337 250 59 32 2 0 1,028
15~44歳 111 2,157 1,733 418 70 87 11 4 4,591
45~64歳 105 2,924 3,225 257 45 31 3 7 6,597
65歳~ 387 6,037 25,319 451 75 14 23 159 32,465
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• 転落事故、転倒事故は年齢が上がるにつれて件数が著しく多くなっている。
• はさまれ事故は、０～４歳の乳幼児で多く発生している。
• 溺水事故の約９割は６５歳以上の高齢者の事故である。
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事故発生月と日常災害の関係

事故発生月×事故種別 （件・年）
墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火熱傷 溺水 合計

1月 79 1,071 3,046 132 25 16 14 23 4,406
2月 69 1,013 2,593 148 26 13 10 23 3,895
3月 74 1,034 2,667 138 30 10 11 28 3,992
4月 61 1,032 2,360 117 32 15 3 17 3,637
5月 75 930 2,248 132 43 10 1 6 3,445
6月 79 827 2,238 144 40 22 1 9 3,360
7月 55 867 2,330 125 50 22 3 11 3,463
8月 64 848 2,359 130 29 17 1 3 3,451
9月 56 900 2,485 134 46 16 1 0 3,638
10月 57 1,026 2,779 138 37 8 2 6 4,053
11月 42 1,172 2,927 122 41 9 8 15 4,336
12月 66 1,309 3,279 145 29 11 5 40 4,884

• １２月、１月の冬季に事故が多く、浴室と更衣室の温度差による溺水事故の件
数が増えていることが予想される。ヒートショック
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事故の発生時間からみる日常災害の実態

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火熱傷 溺水 合計

0~3時 48 881 1,823 124 17 25 4 16 2,938
3~6時 45 472 1,653 63 8 14 3 10 2,268
6~9時 93 1,187 3,912 118 32 12 7 8 5,369
9~12時 13 1,769 6,528 174 52 11 6 14 8,567

12~15時 120 1,742 4,711 263 93 18 8 10 6,965
15~18時 144 1,939 4,802 296 81 21 2 19 7,304
18~21時 114 1,855 4,461 315 98 27 15 58 6,943
21~24時 74 2,184 3,421 252 47 41 16 46 6,081
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• 通勤・通学の時間帯に転倒事故が多いこと、入浴の時間に溺水
事故が多いことから生活と事故の関連が読み取れる
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事故発生場所と事故種別の関係

 住宅の事故が約7割を占める
事故発生場所×事故種別 （件・年）

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火熱傷 溺水 合計

店舗 49 1,979 3,133 222 72 17 1 8 5,481
会社・公共 7 428 354 67 19 3 0 0 878

学校等 21 149 212 109 22 10 1 0 524
医療 1 56 126 4 1 0 0 0 188

遊園地等 20 142 184 37 10 1 0 0 394
交通施設 36 3,521 2,080 258 31 10 0 0 5,936

住宅 627 5,507 24,982 876 269 128 58 172 32,619
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事故の程度と事故種別の関係

事故の程度×事故種別 （件・年）

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火熱傷 溺水 合計

軽症 413 8,399 17,474 1,406 377 146 46 6 28,267
中等症 321 3,371 13,707 194 49 16 14 29 17,701
重症 24 190 105 4 1 5 0 9 338
重篤 16 63 25 1 1 2 0 68 176
死亡 3 6 0 0 0 0 0 69 78
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中等症, 
17,701
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事故の程度ごとの割合
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• 死亡事故の多い転倒、溺水事故だが事故の程度に関する傾向は
大きく異なる
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まとめ 12

本調査で得られた集計結果


